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護サービスの充実した地方に移動する 「介護移住」 に注目が集まっている。 介護保険制度によって、
高齢者は入所する地域や施設、サービスの選択が可能になったことも大きな要因である。 



















                                                   
1 厚生労働省が2006年に実施した調査では、全国の特別養護老人ホーム（介護老人福祉施設）待機者数
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2 .   全国市区町村別・年齢階層別純社会増加数の算出 
 










ある年齢階層人口は 5 年後には全て 1 つ上の年齢階層に入れ替わることになる。2000 年段階での
ある市区町村のある年齢階層人口と、5 年後の 2005 年における同市区町村の 1 つ上の年齢階層人
口を比較した際に生じる人口のずれは、 「死亡者」と「流入・流出者」に分解される。そこで、次に
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ここで、N は人口、D は死亡者数、IM は流入者数、OM は流出者数を示している。また、上
                                                   
5 市区町村レベルでの人口移動が把握できる統計資料は『国勢調査報告』 （総務省） 、 『住民基本台帳人口
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9 ただし、2000年から2005年までに流入し、2005年以前に死亡した人については、死亡データのみが
カウントされる。従って自然減が過大（社会増加が過小）に計算されている可能性が存在する。  






























                                                   
10 ３大都市圏の設定に関しては国土交通省の定義を用いている。 具体的には、 東京圏は埼玉県・千葉県・
東京都・神奈川県の各市区町村、名古屋圏は愛知県と三重県の各市町村、大阪圏は京都府・大阪府・兵
庫県の各市町村より構成される。 
11 本稿において退職年齢人口は55歳から64歳と設定している。 国立社会保障 ・ 人口問題研究所が2001
年に行った『第5回人口移動調査』によれば、この年齢階層における移動要因として最も高いのは「定
年退職に伴うもの」 であり、 「大都市圏から非大都市圏」 への移住傾向が強いとしている。 第4回調査(1996
年)、第5回調査(2001年)いずれも、55歳から64歳男性の移動要因１位は定年退職に伴うものとなって
おり、特に第5回調査の55-59歳では41.7%にのぼっている。 
12 もちろん、全ての流出者を周辺自治体が吸収しているわけではない。  








うな札幌市の状況を説明したものとして、 武智( 1996) が挙げられる。 武智( 1996) は介護保険制度施
行以前の札幌市を例に、高齢者の社会的入院として呼び寄せ問題を論じている。冬季の生活が厳し
























2 . 4 .   高齢者の社会増加傾向：まとめ 
ここまで、全国市町村の年齢階層別の純社会増加数を算出し、都道府県・３大都市圏などのカテ
ゴリー別にその傾向を把握してきた。ここでは簡単にその結果をまとめる。  
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都道府県単位で集計した年齢階層別の純社会増加数をみると、中澤(2007)で行った東京圏におけ
る分析結果と同様の傾向が他の大都市圏でもみられる可能性があることが示された。すなわち、東






















3 .   介護移住の推定 
 















































14 川崎市も純社会増加数は正であり、高齢者あたり施設定員は0.01と特別区平均を上回っている。  
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じ自治体が多く登場している。高齢者あたりの介護老人福祉施設定員は2000年段階、社会増加は






3 . 2 .   市区町村介護サービス変数と高齢者の社会増加 
人口移動と地域（政策）変数との関係を示した先行研究の多くは、Tiebout(1956)の足による投
票仮説の理論的・実証的検討を中心に行われてきた。初期の実証研究としては、Oates(1969)によ
る資本化仮説の検証や、Cebula and Korn(1975)、Cebula(1978, 1979)による直接的な人口移動の
推定が行われてきた。 それ以降も福祉サービス格差の地域間格差と人口移動の実証研究が数多く進
められている。具体的な対象としては、福祉政策に対する人種や所得別の人口移動、AFDC(Aid to 















                                                   





















高齢者の移動データが 2000 年から 2005 年の間の移動数であることを踏まえ、因果関係の問題
に対処するため、説明変数は2000年段階のものを採用した。推定式は以下に示す通りである。 
 




Dummy aged setai bed
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18 例えば、 福岡県の福岡介護保険広域連合は12支部、 39市町村から構成される巨大な広域連合であり、
これらの市町村を１つのものとして扱うのは妥当ではないと判断した。  






















































                                                   
19 参考として、社会増加数を被説明変数とした推定結果を表17および表18で示している。  
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図1 後期高齢者（75歳以上）純社会増加数 
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
  地図はMap of Japan（http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/map/map.html）より作成。 
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図２ 前期高齢者（65-74歳）純社会増加数 
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
  地図はMap of Japan（http://aoki2.si.gunma-u.ac.jp/map/map.html）より作成。 
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表１ ３大都市圏・政令指定都市・中核市の純社会増加数 
5 5 - 6 4 歳 6 5 - 7 4 歳 7 5 歳以上
３ 大都市圏 全体 - 5 6 , 5 30 - 2 7 , 0 45 1 6 , 5 30
特別区+ 政令市 - 32 , 0 33 - 2 1 , 6 1 1 - 1 8 , 7 5 2
上記以外の都市 - 30 , 8 8 9 - 7 , 9 44 31 , 0 2 7
町村 6 , 39 1 2 , 5 1 1 4, 2 5 5
東京圏 全体 - 32 , 8 39 - 1 3, 37 5 1 5 , 8 5 1
特別区 - 1 9 , 0 8 8 - 1 8 , 37 7 - 1 6 , 6 0 6
特別区+ 政令市 - 2 7 , 7 44 - 2 0 , 0 2 2 - 1 3, 1 2 1
上記以外の都市 - 9 , 7 39 3, 7 7 0 2 5 , 5 5 4
町村 4, 6 44 2 , 8 7 7 3, 41 8
名古屋圏 全体 - 3, 442 - 1 , 7 0 2 1 , 335
名古屋市 - 3, 2 2 6 - 42 7 - 1 , 342
上記以外の都市 - 8 9 3 - 7 46 2 , 2 7 8
町村 6 7 7 - 5 30 39 9
大阪圏 全体 - 2 0 , 2 49 - 1 1 , 9 6 7 - 6 5 6
大阪市 - 1 , 6 6 0 - 2 , 38 5 - 4, 8 46
大阪市+ 政令市 - 1 , 0 6 4 - 1 , 1 6 2 - 4, 2 8 8
上記以外の都市 - 2 0 , 2 5 6 - 1 0 , 9 6 9 3, 1 9 5
町村 1 , 0 7 1 1 6 4 438
上記以外
政令指定都市 札幌市 4, 0 5 1 3, 1 6 5 4, 5 9 4
仙台市 - 1 , 0 0 8 43 - 8 1 8
広島市 - 2 , 0 33 - 49 7 7 0 6
北九州市 - 1 , 1 5 9 - 1 , 0 5 3 - 2 , 440
福岡市 - 2 7 8 2 8 0 1 9 8
中核市計 - 2 , 2 37 448 4, 8 2 1 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
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表２ 政令指定都市における年齢階層別純社会増加数 
1 5 - 2 4 2 5 - 3 4 3 5 - 4 4 4 5 - 5 4 5 5 - 6 4 6 5 - 7 4 7 5 -
札幌市 2 2 , 2 8 8 - 3, 0 9 8 9 9 7 2 , 6 5 0 4, 0 5 1 3, 1 6 5 4, 5 9 4
仙台市 1 4, 8 0 7 - 9 , 1 1 1 - 1 , 9 2 8 - 9 5 8 - 1 , 0 0 8 43 - 8 1 8
さ いたま市 9 , 5 6 3 1 0 , 40 5 1 , 9 30 1 , 1 5 7 - 2 , 0 2 6 - 1 , 2 6 5 - 1 , 8 2 7
千葉市 6 , 2 46 1 , 2 8 9 2 , 7 9 3 5 9 0 - 48 1 8 6 8 1 , 7 9 6
横浜市 32 , 5 2 3 32 , 347 1 1 , 39 8 3, 40 1 - 4, 0 44 - 2 6 2 3, 2 46
川崎市 2 5 , 0 7 0 2 4, 5 0 7 - 7 , 41 1 - 1 30 - 2 , 1 0 4 - 9 8 7 2 6 9
名古屋市 1 5 , 6 6 0 5 , 7 1 9 - 1 , 2 34 - 1 , 1 1 6 - 3, 2 2 6 - 42 7 - 1 , 342
京都市 1 9 , 9 0 8 - 1 4, 9 9 0 - 5 , 436 30 9 - 39 0 - 2 1 2 - 1 , 0 40
大阪市 36 , 0 8 7 1 3, 1 7 0 - 7 , 48 4 1 , 8 8 3 - 1 , 6 6 0 - 2 , 38 5 - 4, 8 46
神戸市 6 , 5 2 3 2 37 5 , 8 9 8 2 , 1 1 1 9 8 7 1 , 434 1 , 5 9 8
広島市 2 , 48 5 3, 0 8 1 - 5 6 1 - 1 , 47 1 - 2 , 0 33 - 49 7 7 0 6
北九州市 - 6 9 6 - 7 , 447 - 1 , 0 31 - 1 , 0 0 3 - 1 , 1 5 9 - 1 , 0 5 3 - 2 , 440
福岡市 2 7 , 332 2 , 37 9 1 9 0 1 , 5 2 7 - 2 7 8 2 8 0 1 9 8
政令指定都市計 40 , 7 6 5 - 6 2 , 6 9 9 - 1 2 , 6 1 0 5 , 7 6 2 5 , 7 1 5 1 7 , 0 8 1 1 6 , 7 0 1
東京都特別区 1 7 7 , 0 30 1 2 1 , 1 8 9 1 0 , 7 31 3, 1 8 9 - 1 9 , 0 8 8 - 1 8 , 37 7 - 1 6 , 6 0 6
年齢階層
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
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表３ 中核市における年齢階層別純社会増加数 
1 5 - 2 4 2 5 - 3 4 3 5 - 4 4 4 5 - 5 4 5 5 - 6 4 6 5 - 7 4 7 5 -
旭川市 - 2 , 0 8 8 - 1 , 2 7 6 - 37 2 - 47 5 5 0 9 38 9 8
秋田市 - 2 , 1 2 6 - 1 7 2 32 4 - 9 0 1 3 42 1 33
郡山市 - 8 7 4 1 , 2 2 3 - 7 1 - 37 9 40 9 1 2 0 0
いわき市 - 4, 0 9 3 - 1 9 - 2 30 - 1 5 3 32 0 7 0 - 1 2 0
宇都宮市 - 340 5 , 0 5 2 - 1 6 1 - 6 9 5 - 7 0 6 - 2 2 2 0 6
船橋市 6 , 0 2 7 3, 9 1 3 - 1 , 0 9 2 1 1 5 - 1 , 1 0 1 - 7 0 7 6 9 0
横須賀市 1 , 7 0 7 - 3, 31 9 - 2 6 4 - 5 6 5 - 41 2 0 0 40 7
相模原市 8 , 1 6 6 1 , 2 2 5 - 2 , 347 - 1 33 - 6 2 0 1 5 9 8 7 6
新潟市 - 1 , 8 35 7 39 9 8 8 - 8 9 - 2 1 31 32 0
富山市 - 6 31 - 5 47 - 1 2 9 - 33 - 2 3 7 1 46
金沢市 1 , 0 8 2 - 1 , 6 2 9 - 7 5 5 - 7 2 0 - 47 7 - 1 30 1 9 1
長野市 - 2 , 42 2 6 49 32 - 39 2 7 1 9 2 5 7
岐阜市 - 1 0 8 - 1 , 7 9 0 1 6 0 - 47 - 38 8 - 35 6 2
静岡市 - 3, 5 8 1 - 1 , 8 36 - 9 44 - 9 1 1 - 1 , 0 2 4 - 5 8 8 - 5 8
浜松市 - 37 5 5 , 30 8 - 339 - 7 7 - 1 0 7 1 2 3 36 9
豊橋市 1 40 - 2 6 9 47 - 1 6 9 - 7 9 33 1 1 5
豊田市 3, 9 0 5 - 1 , 0 6 8 - 1 , 9 7 1 - 5 6 1 - 8 31 - 9 3 2 5 1
岡崎市 38 7 3, 8 2 0 7 49 1 2 3 - 1 3 38 - 1 2
堺市 5 5 3 - 2 , 5 0 8 - 1 , 1 7 6 - 1 , 0 2 9 - 2 , 2 7 3 - 1 , 1 31 2 38
高槻市 6 35 - 3, 7 9 8 - 2 , 6 6 3 - 5 6 3 - 1 , 35 9 - 5 35 2 9 1
東大阪市 3, 1 6 4 - 4, 1 5 7 - 2 , 0 9 5 - 1 36 - 1 , 1 6 8 - 1 , 2 0 2 - 334
姫路市 - 6 8 6 - 2 1 9 - 1 , 0 7 8 - 47 0 - 46 3 - 1 0 2 - 1 2 4
奈良市 - 35 3 - 4, 2 0 3 - 9 8 6 - 331 - 42 1 1 6 7 42 9
和歌山市 - 1 , 5 6 6 - 2 , 38 9 - 8 44 - 5 7 1 - 8 1 3 - 2 48 44
岡山市 2 , 2 9 8 9 44 - 7 6 - 6 1 - 7 7 9 4 41 1
倉敷市 2 8 2 9 9 2 1 8 - 41 - 9 0 - 8 3 39 3
福山市 - 2 , 49 7 6 7 4 - 2 0 9 - 32 9 - 42 - 5 2 2 7 2
高松市 - 1 , 49 5 2 , 6 5 6 - 5 7 0 - 7 2 9 - 49 8 - 1 0 5 5
松山市 2 49 - 1 , 2 47 8 9 3 - 44 6 7 3 1 44 2 9 1
高知市 - 2 31 1 , 0 1 2 8 0 - 1 1 0 - 1 2 8 8 9 9 0
長崎市 - 5 , 0 8 0 - 3, 49 6 - 8 0 1 - 9 9 6 - 6 1 9 - 48 6 - 45 9
熊本市 1 , 6 9 3 - 1 , 1 0 3 - 2 3 - 7 5 0 - 5 6 3 2 7 9 6 6 2
大分市 - 1 , 8 6 3 8 4 7 1 4 6 2 - 5 1 7 6 443
宮崎市 - 1 , 9 36 8 1 5 49 9 - 46 2 5 2 5 1 6 5 1 7 5
鹿児島市 - 1 1 , 7 1 5 - 2 , 5 9 8 1 , 2 0 4 - 2 8 3 5 6 8 1 47 31 5
中核市計 - 1 5 , 6 0 6 - 9 , 433 - 1 3, 2 8 7 - 1 2 , 0 9 8 - 1 1 , 2 0 8 - 3, 48 0 7 , 1 6 2
年齢階層
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
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表４ 後期高齢者の純社会増加数：上位10自治体 
北海道 札幌市 4, 5 9 4
神奈川県 横浜市 3, 2 46
東京都　 八王子市 1 , 9 8 5
千葉県　 千葉市 1 , 7 9 6
東京都　 青梅市 1 , 6 1 7
兵庫県 神戸市 1 , 5 9 8
東京都　 町田市 1 , 2 5 9
東京都　 日野市 1 , 0 7 5
神奈川県 相模原市 8 7 6
千葉県　 柏市 8 2 5
後期高齢者社会増加数
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
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表５ 後期高齢者の純社会増加数：下位10自治体 
東京都　 中野区 - 1 , 1 8 4
東京都　 杉並区 - 1 , 2 9 0
東京都　 新宿区 - 1 , 31 4
愛知県 名古屋市 - 1 , 342
兵庫県 尼崎市 - 1 , 39 6
東京都　 世田谷区 - 1 , 6 34
東京都　 大田区 - 1 , 7 40
埼玉県　 さ いたま市 - 1 , 8 2 7
福岡県 北九州市 - 2 , 440
大阪府 大阪市 - 4, 8 46
後期高齢者社会増加数
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
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表６ 後期高齢者の純社会増加率：上位10自治体 
愛知県 春日町 2 4. 5 %
東京都　 日の出町　 　 2 2 . 8 %
秋田県 大潟村 2 0 . 7 %
奈良県 上牧町 1 8 . 6 %
北海道 泊村 1 5 . 7 %
埼玉県　 神泉村　 　 　 1 4. 7 %
和歌山県 古座町 1 2 . 6 %
東京都　 奥多摩町　 　 1 2 . 4%
東京都　 青梅市　 　 　 1 1 . 9 %
埼玉県　 玉川村　 　 　 1 1 . 0 %
後期高齢者社会増加率
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
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表７ 後期高齢者の純社会増加率：下位10自治体 
奈良県 下北山村 - 1 0 . 0 %
奈良県 上北山村 - 1 0 . 4%
宮城県 鳴子町 - 1 0 . 5 %
長野県 大鹿村 - 1 0 . 6 %
岩手県 安代町 - 1 3. 3%
青森県 西目屋村 - 1 4. 1 %
長野県 上村 - 1 4. 4%
徳島県 三野町 - 1 5 . 0 %
山梨県 小菅村 - 1 5 . 4%
岐阜県 関ヶ 原町 - 2 4. 0 %
後期高齢者社会増加率
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『人口動態統計』より作成。 
  
  - 25 - 
表８ 高齢者あたり介護老人福祉施設定員：上位10自治体 
東京都 日の出町 0 . 2 43
北海道 大滝村 0 . 2 2 5
長野県 長谷村 0 . 1 8 6
東京都 奥多摩町 0 . 1 8 5
東京都 檜原村 0 . 1 6 7
北海道 豊浦町 0 . 1 6 6
北海道 新篠津村 0 . 1 48
奈良県 上牧町 0 . 1 40
埼玉県 神泉村 0 . 1 36
東京都 青梅市 0 . 1 2 1
高齢者あたり 介護老人福祉施設定員
 
注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『介護サービス施設・事業所調査』より作成。 
 
  











介護老人福祉施設定員 『 介護サービス施設・ 事業所調査』
『 住民基本台帳人口要覧』
介護老人健康保健施設定員 『 介護サービス施設・ 事業所調査』
『 住民基本台帳人口要覧』
介護療養型医療施設病床数 『 介護サービス施設・ 事業所調査』
『 住民基本台帳人口要覧』





注)『住民基本台帳人口要覧』 、 『介護サービス施設・事業所調査』 、 『国勢調査』より作成。 
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表10 基本統計量 
変数名 平均値 標準偏差 最小値 最大値
前期高齢者社会増加数 - 4. 7 8 8 1 7 4. 6 9 7 - 2 7 9 9 31 6 5
後期高齢者社会増加数 3. 5 38 2 2 4. 9 0 9 - 48 46 45 9 4
前期高齢者社会増加率 0 . 0 0 3 0 . 0 44 - 0 . 49 5 0 . 8 5 1
後期高齢者社会増加率 - 0 . 0 0 2 0 . 0 2 8 - 0 . 2 41 0 . 2 45
介護老人福祉施設定員 0 . 0 1 9 0 . 0 1 9 0 0 . 2 43
介護老人健康保健施設定員 0 . 0 1 1 0 . 0 1 7 0 0 . 1 9 1
介護療養型医療施設病床数 0 . 0 0 5 0 . 0 1 2 0 0 . 2 7 4
一般病院・ 診療所ベッ ド 数 0 . 0 1 2 0 . 0 1 4 0 0 . 2 1 3
平均世帯人口 3. 0 5 6 0 . 45 6 1 . 7 0 1 4. 5 6 7
高齢単身世帯比率 0 . 0 7 7 0 . 0 41 0 . 0 0 7 0 . 2 9 1
 




  - 28 - 
表11 全国市区町村の推定結果（前期高齢者） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 0 0 4 ( 0 . 0 5 9 )
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 0 9 9 ( 1 . 6 6 1 )
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 - 0 . 1 7 2 ( - 1 . 2 0 2 )
住民１ 人あたり 病床数 0 . 1 6 1 ( 1 . 8 2 9 )
平均世帯人員 0 . 0 1 9 ( 6 . 8 6 4)
* * *
高齢単身世帯比率 0 . 1 2 7 ( 3. 40 2 )
* * *
政令指定都市ダミ ー 0 . 0 0 6 ( 1 . 2 2 1 )
中核市ダミ ー 0 . 0 0 3 ( 1 . 35 1 )
東京圏ダミ ー 0 . 0 1 5 ( 5 . 0 0 1 )
* * *
名古屋圏ダミ ー - 0 . 0 0 1 ( - 0 . 5 2 8 )
大阪圏ダミ ー - 0 . 0 0 3 ( - 1 . 32 7 )
定数項 - 0 . 0 6 8 ( - 6 . 40 9 )
* * *
A d j   R- s q u a r e d 0 . 0 2 8
S a m p l e 2 5 2 2
前期高齢者社会増加率
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表12 全国市区町村の推定結果（後期高齢者） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 5 31 ( 1 0 . 5 2 5 )
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 1 49 ( 4. 37 2 )
* * *
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 0 . 0 1 8 ( 0 . 1 7 4)
住民１ 人あたり 病床数 0 . 0 8 6 ( 1 . 8 0 3)
*
平均世帯人員 0 . 0 0 3 ( 2 . 1 8 7 )
* *
高齢単身世帯比率 - 0 . 2 47 ( - 1 4. 334)
* * *
政令指定都市ダミ ー 0 . 0 0 2 ( 0 . 49 8 )
中核市ダミ ー 0 . 0 0 7 ( 4. 8 8 9 )
* * *
東京圏ダミ ー 0 . 0 1 3 ( 8 . 1 6 1 )
* * *
名古屋圏ダミ ー 0 . 0 0 5 ( 2 . 0 6 1 )
* *
大阪圏ダミ ー 0 . 0 0 5 ( 3. 36 6 )
* * *
定数項 - 0 . 0 0 8 ( - 1 . 35 9 )
A d j   R- s q u a r e d 0 . 31 4
S a m p l e 2 5 2 2
後期高齢者社会増加率
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表13 ３大都市圏における後期高齢者の社会増加（東京圏） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 8 8 2 ( 1 5 . 5 4 6 )
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 1 7 8 ( 1 . 6 3 5 )
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 0 . 1 32 ( 1 . 1 5 2 )
住民１ 人あたり 病床数 - 0 . 2 38 ( - 1 . 7 0 6 )
*
平均世帯人員 - 0 . 0 0 6 ( - 1 . 8 7 1 )
*
高齢単身世帯比率 - 0 . 5 6 4 ( - 7 . 7 6 3 )
* * *
政令指定都市ダミ ー - 0 . 0 0 6 ( - 0 . 5 7 3 )
中核市ダミ ー 0 . 0 0 4 ( 1 . 1 2 2 )
定数項 0 . 0 44 ( 4 . 2 2 9 )
* * *
A d j   R- s q u a r e d 0 . 6 6 4
S a m p l e 2 5 6
東京圏
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表14 ３大都市圏における後期高齢者の社会増加（名古屋圏） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 6 34 ( 3 . 4 3 3 )
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 - 0 . 1 0 8 ( - 0 . 9 0 9 )
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 - 0 . 2 8 7 ( - 1 . 1 6 4 )
住民１ 人あたり 病床数 0 . 1 7 9 ( 0 . 7 5 6 )
平均世帯人員 - 0 . 0 0 7 ( - 0 . 8 0 1 )
高齢単身世帯比率 - 0 . 36 5 ( - 3 . 9 1 6 )
* * *
政令指定都市ダミ ー - 0 . 0 0 9 ( - 1 . 6 2 7 )
中核市ダミ ー - 0 . 0 0 4 ( - 0 . 7 8 9 )
定数項 0 . 0 39( 1 . 1 2 2 )
A d j   R- s q u a r e d 0 . 1 8 3
S a m p l e 1 32
名古屋圏
 





  - 32 - 
表15 ３大都市圏における後期高齢者の社会増加（大阪圏） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 6 0 8 ( 3 . 6 5 9 )
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 - 0 . 0 0 6 ( - 0 . 0 3 8 )
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 0 . 38 9 ( 2 . 9 9 8 )
* * *
住民１ 人あたり 病床数 0 . 0 5 2 ( 0 . 2 1 6 )
平均世帯人員 - 0 . 0 1 1 ( - 2 . 8 8 3 )
* * *
高齢単身世帯比率 - 0 . 41 4 ( - 6 . 2 1 7 )
* * *
政令指定都市ダミ ー - 0 . 0 0 5 ( - 0 . 5 3 1 )
中核市ダミ ー - 0 . 0 0 4 ( - 1 . 1 6 8 )
定数項 0 . 0 5 2 ( 3 . 8 0 3 )
A d j   R- s q u a r e d 0 . 31 5
S a m p l e 1 5 9
大阪圏
 





  - 33 - 
表16 ３大都市圏以外の市町村後期高齢者の社会増加 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 45 3 ( 8 . 48 3)
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 0 . 1 7 4 ( 4. 6 34)
* * *
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 - 0 . 0 2 4 ( - 0 . 2 1 7 )
住民１ 人あたり 病床数 0 . 1 36 ( 2 . 9 5 7 )
* * *
平均世帯人員 0 . 0 0 6 ( 3. 5 1 2 )
* * *
高齢単身世帯比率 - 0 . 2 0 4 ( - 1 0 . 8 0 6 )
* * *
政令指定都市ダミ ー 0 . 0 0 9 ( 1 . 2 5 4)
中核市ダミ ー 0 . 0 1 1 ( 6 . 42 9 )
* * *
定数項 - 0 . 0 2 1 ( - 2 . 8 8 1 )
* * *
A d j   R- s q u a r e d 0 . 2 5 5
S a m p l e 1 9 7 5
後期高齢者社会増加率
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表17 全国市区町村の推定結果（前期高齢者社会増加数） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 341 . 5 40 ( 3. 39 1 )
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 2 6 0 . 0 6 4 ( 3. 343)
* * *
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 30 0 . 1 49 ( 1 . 1 0 9 )
住民１ 人あたり 病床数 2 6 7 . 5 40 ( 1 . 8 2 1 )
*
平均世帯人員 5 2 . 48 3 ( 4. 1 0 2 )
* * *
高齢単身世帯比率 8 5 . 35 6 ( 1 . 0 7 3)
政令指定都市ダミ ー - 36 . 42 7 ( - 0 . 0 9 6 )
中核市ダミ ー - 7 8 . 2 6 7 ( - 1 . 31 9 )
東京圏ダミ ー - 47 . 0 7 1 ( - 2 . 1 2 5 )
* *
名古屋圏ダミ ー - 1 4. 1 37 ( - 1 . 9 2 2 )
*
大阪圏ダミ ー - 7 7 . 7 0 2 ( - 3. 1 7 5 )
* * *
定数項 - 1 7 4. 0 8 1 ( - 3. 7 1 1 )
* * *
A d j   R- s q u a r e d 0 . 0 41
S a m p l e 2 5 2 2
前期高齢者社会増加数
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表18 全国市区町村の推定結果（後期高齢者社会増加数） 
介護老人福祉施設定員／6 5 歳以上人口 1 1 41 . 7 1 0 ( 5 . 42 1 )
* * *
介護老人保健施設定員／6 5 歳以上人口 38 8 . 48 9 ( 4. 5 36 )
* * *
介護療養型医療施設病床数／6 5 歳以上人口 7 49 . 9 7 2 ( 2 . 1 8 4)
* *
住民１ 人あたり 病床数 - 6 49 . 7 0 3 ( - 2 . 9 2 3)
* * *
平均世帯人員 - 2 . 8 7 6 ( - 0 . 2 9 2 )
高齢単身世帯比率 - 8 1 6 . 32 1 ( - 7 . 9 9 1 )
* * *
政令指定都市ダミ ー - 1 . 7 9 9 ( - 0 . 0 0 3)
中核市ダミ ー 1 2 6 . 5 6 8 ( 4. 38 9 )
* * *
東京圏ダミ ー 41 . 2 7 9 ( 1 . 5 5 3)
名古屋圏ダミ ー - 2 . 35 5 ( - 0 . 1 7 5 )
大阪圏ダミ ー - 1 2 . 9 9 1 ( - 0 . 39 6 )
定数項 48 . 0 1 9 ( 1 . 0 5 2 )
A d j   R- s q u a r e d 0 . 0 43
S a m p l e 2 5 2 2
後期高齢者社会増加数
 
注)  (  )内はt値、[  ]内はp値。Whiteの一致性を持つ標準誤差を使用している。 
***は1%、**は5%、*は10%水準で有意。説明変数はいずれも2000年時点。 
介護施設の変数は、いずれも65歳以上人口１人あたり。 
 